
 

福島県職員男女共同参画推進行動計画の実施状況 
     

平成 16 年に策定した福島県職員男女共同参画推進行動計画（以下「計画」という。※平

成 21 年度、平成 26 年度、平成 27 年度、令和２年度及び令和５年度に改定。）について、

計画の着実な実施に役立てるため、令和７年度の実施状況について公表します。 

なお、以下表中の目標値は、令和７年度までの計画における数値です。                                                  

令和８年６月 

【令和７年度の主な取組状況】 

項目 主な取組内容 

職員の意識改革 ■ 「福島県職員男女共同参画推進行動計画」等をグループウェアに掲載

し、職員が常に入手、閲覧することができるようにしている 

■ 自治研修センターにおける男女共同参画に関する講義の実施 

（受講者 1,586名） 

■ 「新任管理者特別研修」における管理職層への意識改革に向けた知事

等による講話の実施 （受講者 104名） 

■ 知事自らが、子が生まれる予定等の職員及びその上司を対象としたイ

クボス面談を実施  （開催回数 1回 参加者 3組） 

■ 知事による「男性育休取得 100%メッセージ」を職員向けポータルサイ 

トに掲載し、職員が常に閲覧することができるようにしている。 

復興・再生（新生ふく

しま）に向けた人材育

成 

■ 女性職員の登用促進 

  （管理職層に占める女性の割合 16.4％） 【目標値：R7年度 15.0％】  

■ 職員採用試験における女性の受験率の向上 

  （受験者に占める女性の割合 38.5％）    【目標値：R7年度 50％】 

■ 女性職員を対象とした「女性のためのキャリアデザイン研修」の実施 

（参加者 40人） 

職場環境の整備 

 

■ 育休任期付職員（職員が育休を取得する場合に代替となる職員）の採用   

（採用者数 41名）  

■ 子育てのための休暇・休業を取得しやすい職場環境づくりを推進する

ため、子どもが生まれる予定の男性職員の「仕事・子育て両立プラン」

の作成と所属管理職への提出を令和 2年 9月より制度化 

■ 令和 3年度から、子育ての関係情報をまとめた育休情報ポータルサイ

ト「男の育休 NET」を運営 

■ 男性職員の育児休業取得促進のため、短期間で育児休業を取得する男

性職員の代替として、人事課において会計年度任用職員を任用し、適時、

代替職員として派遣する「育児休業取得サポート事業」を実施 

  （令和 7年度 38課室へ派遣） 

■ 男性職員の育児休業取得促進 

（男性職員の育児休業取得率：100.8％（※）） 

【目標値：R7年度 100.0％（１週間以上）】 

（※）前年度以前に子どもが生まれた職員が当該年度に育児休業を取得す

ることにより、取得率が 100％を上回る場合もある。 
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■ 福島県職員版「働き方改革基本方針（R元）」に基づき、以下を実施 

・働き方改革 TIMEの発行 3回発行（通算 32号） 

・ＲＰＡの導入（新たに 8 業務で導入し、対象業務を 48 業務に拡大し

て運用） 

・議事録作成支援システムの活用（利用実績：時間 3,654時間。認識精

度確保のためのマイクセット貸出も実施） 

・ペーパーレス化の推進（県庁ペーパーレス化アクションプログラムを

策定、電子決裁の簡易マニュアルを作成） 

・スケジュール管理共通ルールの作成（グループウェア機能の活用） 

・有償版生成ＡＩの一部職員への試行導入 

 ・オンライン在宅勤務用アプリの利用、貸出パソコン 190台の体制で在

宅勤務を継続 

 ・本庁サテライトオフィスに加えて、令和 3年 4月から郡山合同庁舎、 

令和 4年 6月から旧会津保健福祉事務所にもサテライトオフィスを設 

置（11席） 

■ 県庁内保育所を運営 （R8.3現在の入所児童 12名） 

■ 年次有給休暇の取得促進  

（R7年 年次有給休暇の取得日数 12.9日）  【目標値：R7年 12日】  

地域における子育て

支援に関する取組 

■ 危機管理センターの見学の受け入れや小学校等への出前講座、防災イ

ベントの開催 

■ 県議会傍聴者のため、傍聴時の乳幼児託児サービスを実施 

推進体制の整備 ■ 各所属に男女共同参画推進員を設置 

■ 男女共同参画相談員を設置  
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